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参考-１ 

 

○泉佐野市防災会議条例 

 

昭和 39 年 12 月 24 日 

泉佐野市条例第 45 号 

 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 16 条第 6 項の規定に基づき、泉佐野

市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織について定めるものとする。 

 

(所掌事務) 

第 2 条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 泉佐野市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

(会長及び委員) 

第 3 条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、市長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

5 委員は、20 人以内とし、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命する者 

(2) 大阪府の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

(3) 大阪府警察の警察官のうちから市長が任命する者 

(4) 市長がその部門の職員のうちから指名する者 

(5) 教育長 

(6) 泉州南消防組合消防長及び消防団長 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が任命する者 

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命する者 

(9) その他市長が必要と認める者 

 

6 前項第 7 号から第 9 号までの委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者

の残任期間とする。 
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7 前項の委員は、再任されることができる。 

 

(専門委員) 

第 4 条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、関係地方行政機関の職員、大阪府の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員、関係指

定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから市長が任命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項についての調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

(幹事) 

第 4 条の 2 防災会議に、幹事若干人を置く。 

2 幹事は、市職員のうちから、市長が任命する。 

3 幹事は、防災会議の所掌事務について、委員を補佐する。 

 

(報酬) 

第 5 条 委員及び専門委員の報酬は、別に定める。 

2 委員のうち市の経済に属する常勤の職員であるものに対しては報酬を支給しない。 

 

(費用弁償) 

第 6 条 委員等が職務を行うため要した経費は、その費用弁償として、泉佐野市職員等の旅費について

の条例(昭和 38 年泉佐野市条例第 8 号)による市長相当額とする。ただし、委員等のうち市の経済に属

する常勤の職員であるものについては、その本務の旅費相当額とする。 

 

(支給方法) 

第 7 条 報酬及び費用弁償の支給方法についてこの条例に定めがない事項については、泉佐野市職員の

例による。 

 

(補則) 

第 8 条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営について必要な事項は、会

長が防災会議にはかって定める。 

 

附 則 抄 

1 この条例は、昭和 40 年 1 月 1 日から施行する。 

 

附 則(平成 12 年 3 月 29 日泉佐野市条例第 1 号) 

この条例は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則(平成 12 年 12 月 25 日泉佐野市条例第 35 号)抄 
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(施行期日) 

1 この条例は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際現に任命されている泉佐野市防災会議及び泉佐野市国民健康保険運営協議会の

委員については、改正後の泉佐野市防災会議条例第 3 条第 5 項及び泉佐野市国民健康保険条例第 2 条の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則(平成 13 年 12 月 26 日泉佐野市条例第 22 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成 24 年 9 月 27 日泉佐野市条例第 29 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成 25 年 3 月 27 日泉佐野市条例第 18 号) 

この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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参考-２ 

 

○泉佐野市防災会議運営要綱 

昭和 40年 1月 1日 

 

 

（趣旨） 

第 1条 この要綱は泉佐野市防災会議条例第 8条の規定に基づき、泉佐野市防災会議（以下「会議」とい

う。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（会 議） 

第 2条 会議は会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

(代理出席) 

第 3 条 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、代理者を出席させることができ

る。 

２ 前項の代理者は、その防災会議の会議において委員とみなすものとする。 

 

（専決処分） 

第 4 条 緊急を要し会議を招集するいとまがないと認めるとき、又はやむを得ない事情により会議を招

集することができないときは、会長は会議で処理する事項のうち軽易な事項について、専決処分をする

ことができる。 

２ 前項に定めるもののほか、会長は、機構改革に伴うもの及び字句、数字等の軽微な事項の修正につい

て、専決処分することができる。 

３ 会長は前各項の規定により専決処分をしたときは、次の会議において、その旨を報告するものとす

る。 

 

(会議の公開) 

第 5 条 防災会議の会議は、公開する。ただし、防災会議の会議が次の各号のいずれかに該当する場合

は、当該会議を公開しないことができる。 

(1) 泉佐野市情報公開条例(平成 11年泉佐野市条例第 27号)第 6条各号に掲げる情報に関し審議する場

合 

(2) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じると認められる場 

 合 

２ 防災会議の会議を公開するかどうかの決定は、会長が行う。この場合において、会長は、当該会議に

諮り意見を聴くことができる。 
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３ 会長は、会議を非公開とした場合は、その理由を示さなければならない。 

 

（庶 務） 

第 6条 この会議の庶務は、泉佐野市市民協働部危機管理課において掌理する。 

 

（補 則） 

第 7条 この要綱にさだめるもののほか会議に必要な事項はその都度会長が定める。 

 

付 則 

 この要綱は昭和 40年 1月 1日より実施する。 

付 則 

 この要綱は平成 12年 4月 1日より実施する。 

付 則 

 この要綱は平成 17年 4月 1日より実施する。 

付 則 

 この要綱は平成 23年 4月 1日より実施する。 

付 則 

 この要綱は平成 23年 10月 1日より実施する。 

付 則 

この要綱は平成 26年 8月 22日より実施する。 

付 則 

この要綱は平成 30年 4月 1日より実施する。 

付 則 

 この要綱は令和 3年４月１日から実施する。 
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参考-３ 

 

泉佐野市防災会議委員一覧 

 

 

 

 
 

 

 

【委員　２０名以内】 令和4年7月1日現在

職　　　　　　　　　名

泉佐野市長

１号 指定地方行政機関の職員 岸和田海上保安署長

岸和田土木事務所参事兼地域支援・企画課長

大阪港湾局　湾岸部・海岸部　阪南建設管理課長

泉佐野保健所長

３号 大阪府警の警察官 泉佐野警察署長

５号 教育長 泉佐野市　教育長

泉州南広域消防本部　消防長

泉佐野市　消防団長

新関西国際空港㈱総務部担当部長

西日本電信電話株式会社関西支店　設備部長

関西電力送配電株式会社大阪南総務部南大阪地域統括長

大阪ガスネットワーク株式会社南部事業部導菅計画チームマネジャー

南海電気鉄道㈱泉佐野駅長

地方独立行政法人りんくう総合医療センター事務局長

西日本旅客鉄道㈱近畿統括本部大阪支社熊取駅長

８号 自主防災組織を構成する者 泉佐野市自主防災組織連絡協議会　会長

泉佐野市土地改良区 事業団体連絡協議会　会長

陸上自衛隊第三十七普通科連隊第一中隊長

一般社団法人　泉佐野泉南医師会副会長(泉佐野市担当)

原子力規制庁熊取原子力規制事務所長

２号 大阪府知事の部内の職員

７号
指定公共機関又は指定地方機
関の職員

会　　　長

９号 その他

６号 消防長及び消防団長

区　　　分

専門委員 泉佐野市消防団女性分団部長



 

資料-8 

 

 

  

条例第４条の２

職　　　　　　　　　名

泉佐野市　政策監(兼)市長公室長

泉佐野市　政策監(兼)総務部長

泉佐野市　政策監(兼)生活産業部長(兼)農業委員会事務局長

泉佐野市　政策監(兼)健康福祉部長(兼)福祉事務所長

泉佐野市　政策監(兼)教育部長

泉佐野市　政策監(兼)都市整備部長

泉佐野市　政策監(兼)市民協働部長

泉佐野市　政策監(兼)議会事務局長

泉佐野市　政策監(兼)成長戦略室長

泉佐野市　こども部長

泉佐野市　上下水道局上水道担当理事

泉佐野市　上下水道局下水道担当理事

泉佐野市　市民協働部危機管理監

幹　　　事

区　　　分
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参考-４ 

 

泉佐野市防災対策検討委員会設置要綱 

（目的） 

第１条 総合的かつ計画的な防災対策の検討及び推進を図るため、庁内関係部局で組織する

泉佐野市防災対策検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は次のとおりとする。 

（１）地域防災計画修正案の作成に関すること 

（２）防災関連計画及びマニュアル作成に関すること 

（３）国土強靱化地域計画の作成に関すること 

（４）国民保護計画変更案の作成に関すること 

（５）その他防災対策の検討及び推進に関すること 

（組織） 

第３条 委員会は、副市長、教育長及び上下水道事業管理者並びに部長級職員をもって組織

する。 

（委員長） 

第４条 委員会には、委員長副委員長を置き、委員長には、市民協働部危機管理課の事務を

担任する副市長、副委員長には、それ以外の副市長、教育長及び上下水道事業管理者をも

って充てる。 

２ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外のものの出席を求め、説明又は意見を

聞くことができる。 

（作業部会） 

第６条 委員会は、運営を円滑に行うため、作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会の所掌庶務、構成及び運営方法は、委員会において定める。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市民協働部危機管理課において行う。 

（その他）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関する必要な事項は、委員長が委員

会に諮って、定めるものとする。 

 

 附 則 

この要綱は、平成２６年８月２２日から施行する。 

附 則 
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この要綱は、平成２８年３月２５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年１０月１１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年１２月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年３月１３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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参考-５ 

 

○泉佐野市災害対策本部条例 

昭和39年12月24日 

泉佐野市条例第46号 

 (趣旨) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第23条の2第8項の規定に基づき、泉佐野市

災害対策本部(以下「災害対策本部」という。)について必要な事項を定めるものとする。 

(所掌事務) 

第2条 災害対策本部は、本市防災会議と緊密な連絡のもとに地域防災計画に基づき、災害予防及び災

害応急対策を実施する。 

(本部長及び本部員) 

第3条 災害対策本部は、本部長、本部員及びその他の職員をもって組織する。 

2 災害対策本部長は、市長をもって充てる。 

3 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、本部員を指揮監督する。 

4 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故あるときは、その職務を代理

する。 

5 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

(部) 

第4条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

2 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

3 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

4 部長は、その部の事務を掌理する。 

(補則) 

第5条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部について必要な事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、昭和40年1月1日から施行する。 

附 則(平成12年3月29日泉佐野市条例第1号) 

この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則(平成13年12月26日泉佐野市条例第22号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成24年9月27日泉佐野市条例第29号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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参考-６ 

 

○泉佐野市非常勤消防団員等の公務災害補償に関する条例 

平成18年6月30日 

泉佐野市条例第26号 

泉佐野市消防団員等公務災害補償条例(昭和41年泉佐野市条例第14号)の全部を改正する。 

(趣旨) 

第1条 この条例は、消防組織法(昭和22年法律第226号)第24条第1項、消防法(昭和23年法律第186号)第

36条の3、水防法(昭和24年法律第193号)第45条及び災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第84条第1

項(原子力災害対策特別措置法(平成11年法律第156号)第28条第1項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。)の規定に基づき、非常勤消防団員及び消防作業に従事した者又は救急業務に協力した

者並びに水防に従事した者並びに応急措置の業務に従事した者に係る損害補償に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

(損害補償を受ける権利) 

第2条 非常勤消防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若

しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合、又は消防法第25条第1項若しくは第2項

(これらの規定を同法第36条第8項において準用する場合を含む。)若しくは第29条第5項(同法第30条

の2及び第36条第8項において準用する場合を含む。)の規定により消防作業に従事した者(以下「消防

作業従事者」という。)、同法第35条の10第1項の規定により救急業務に協力した者(以下「救急業務

協力者」という。)又は水防法第24条の規定により水防に従事した者(以下「水防従事者」という。)若

しくは災害対策基本法第65条第1項(同条第3項(原子力災害対策特別措置法第28条第2項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。)において準用する場合及び原子力災害対策特別措置法第28条第2

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。)の規定若しくは災害対策基本法第65条第2項にお

いて準用する同法第63条第2項の規定による応急措置の業務に従事した者(以下「応急措置従事者」と

いう。)が消防作業若しくは水防(以下「消防作業等」という。)に従事し、若しくは救急業務に協力

し、又は応急措置の業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防作

業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若しくは

疾病により死亡し、若しくは障害の状態となったときは、市長は、損害補償を受けるべき者に対し

て、その者がこの条例によって損害補償を受ける権利を有する旨を速やかに通知しなければならな

い。 

2 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえることはできない。 

(損害補償の種類、範囲、金額、支給方法等) 

第3条 損害補償の種類、範囲、金額、支給方法その他損害補償に関して必要な事項については、非常
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勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令(昭和31年政令第335号)の規定(災害対策基本法施行

令(昭和37年政令第288号)第36条第1項の規定により消防作業従事者、救急業務協力者又は水防従事者

に係る損害補償の規定の定めるとおりとされた場合を含む。)の例による。 

(審査請求) 

第4条 市の行う非常勤消防団員又は消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者若しくは応急措置

従事者(以下「非常勤消防団員等」という。)の死亡、負傷又は疾病が公務又は消防作業等に従事し、

若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことによるものであるかどうかの認定、

療養の方法、損害補償の金額の決定その他損害補償の実施について不服のある者は、市長に対して、

審査請求をすることができる。 

(報告、出頭等) 

第5条 市は、審査又は損害補償の実施のため必要があると認めるときは、損害補償を受け若しくは受

けようとする者又はその他の関係人に対して、報告をさせ、文書その他の物件を提出させ、出頭を命

じ、又は医師の診断若しくは検案を受けさせることができる。 

(損害補償費の返還要求) 

第6条 市は、非常勤消防団員等に対して、この条例の規定により、損害補償に要する費用を支給した

後において、その支給額に錯誤があったことが判明したときは、当該非常勤消防団員等に対して、そ

の錯誤に係る額の返還を求めることができる。 

2 偽りその他不正の手段により損害補償を受けた者があるときは、市は、その損害補償に要した費用

に相当する金額の全部又は一部をその者から返還させることができる。 

(委任) 

第7条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由が生じた損害補償並びに同日前に支

給すべき事由が生じた傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金で同日以後の期間について支給

すべきものについて適用する。 

附 則(平成18年9月29日泉佐野市条例第31号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成20年9月29日泉佐野市条例第25号) 

この条例は、平成20年10月1日から施行する。 

附 則(平成21年12月22日泉佐野市条例第26号) 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成28年3月25日泉佐野市条例第3号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年3月28日泉佐野市条例第3号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(令和4年3月29日泉佐野市条例第6号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、令和4年4月1日(次項において「施行日」という。)から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際現に担保に供されている退隠料を受ける権利又は傷病補償年金若しくは年金で

ある障害補償若しくは遺族補償を受ける権利は、施行日以後も、なお従前の例により担保に供するこ

とができる。 
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参考-７ 

 

○泉佐野市災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭和49年10月5日 

泉佐野市条例第40号 

改正 昭和50年6月25日泉佐野市条例第13号 

昭和52年4月1日泉佐野市条例第10号 

昭和53年7月1日泉佐野市条例第14号 

昭和56年6月27日泉佐野市条例第22号 

昭和57年12月23日泉佐野市条例第30号 

昭和62年3月28日泉佐野市条例第13号 

平成3年12月25日泉佐野市条例第42号 

平成13年12月26日泉佐野市条例第22号 

平成23年12月22日泉佐野市条例第32号 

令和元年6月28日泉佐野市条例第3号 

令和元年9月27日泉佐野市条例第15号 

目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 災害弔慰金の支給(第3条～第8条) 

第3章 災害障害見舞金の支給(第9条～第11条) 

第4章 災害援護資金の貸付(第12条～第16条) 

付則 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和48年法律第82号。以下「法」という。)及

び同法施行令(昭和48年政令第374号。以下「令」という。)の規定に準拠し、暴風、豪雨等の自然災

害により死亡した市民の遺族に対して災害弔慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に著し

い障害を受けた市民に災害障害見舞金の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯

主に対して災害援護資金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とす

る。 

(定義) 

第2条 この条例において「災害」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然現

象により被害が生ずることをいう。 



 

資料-16 

2 この条例において「市民」とは、災害により被害を受けた当時、本市の区域内に住所を有していた

者をいう。 

第2章 災害弔慰金の支給 

(災害弔慰金の支給) 

第3条 市は、市民が令第1条に規定する災害(以下この章及び次章において単に「災害」という。)によ

り死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(災害弔慰金を支給する遺族) 

第4条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第3条第2項の遺族の範囲とし、その順位は、次に掲げ

るとおりとする。 

(1) 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族(兄弟姉妹を除く。

以下この項において同じ。)を先にし、その他の遺族を後にする。 

(2) 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

(3) 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であって兄弟姉妹がい

るときは、その兄弟姉妹(死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じくしていた者に限

る。)に対して、災害弔慰金を支給するものとする。 

2 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同順位の祖父

母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし、実父母を後

にする。 

3 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前2項の規定により難いときは、前2項の規定にかか

わらず、第1項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

4 前3項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が2人以上あるときは、その1人

に対してした支給は、全員に対してなされたものとみなす。 

(災害弔慰金の額) 

第5条 災害により死亡した者1人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時においてその死亡

に関し、災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持していた場合にあって

は5,000,000円とし、その他の場合にあっては2,500,000円とする。ただし、死亡者が、その死亡に係

る災害に関し、次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は、これらの額から当該支給

を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 
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(死亡の推定) 

第6条 災害の際現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第4条の規定によるも

のとする。 

(支給の制限) 

第7条 災害弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

(1) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(2) 令第2条に規定する場合 

(3) 災害に際し、市長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるため、市長が支給

を不適当と認めた場合 

(支給の手続) 

第8条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき理由があると認めるときは、規則で定めるところにより

支給を行うものとする。 

2 市長は、災害弔慰金の支給に関し、遺族に対し必要な報告又は書類の提出を求めることができる。 

第3章 災害障害見舞金の支給 

(災害障害見舞金の支給) 

第9条 市は市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり治ったとき(その症状が固定したときを含む。)

に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民(以下「障害者」という。)に対し、災害障害見

舞金の支給を行うものとする。 

(災害障害見舞金の額) 

第10条 障害者1人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾病にかか

った当時において、その属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては2,500,000円と

し、その他の場合にあっては1,250,000円とする。 

(準用規定) 

第11条 第7条及び第8条の規定は災害障害見舞金について準用する。 

第4章 災害援護資金の貸付け 

(災害援護資金の貸付け) 

第12条 市は、令第3条に掲げる災害により法第10条第1項各号に掲げる被害を受けた世帯の市民である

世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行うものとする。 

2 前項に掲げる世帯は、その所得について法第10条第1項に規定する要件に該当するものでなければな

らない。 

(災害援護資金の限度額等) 

第13条 災害援護資金の一災害における一世帯当たりの貸付け限度額は、災害による当該世帯の被害の

種類及び程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 
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(1) 療養に要する期間がおおむね1月以上である世帯主の負傷(以下「世帯主の負傷」という。)があ

り、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね3分の1以上である損害(以下「家財の損

害」という。)及び住居の損害がない場合 1,500,000円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 2,500,000円 

ウ 住居が半壊した場合 2,700,000円 

エ 住居が全壊した場合 3,500,000円 

(2) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の被害がない場合 1,500,000円 

イ 住居が半壊した場合 1,700,000円 

ウ 住居が全壊した場合(エの場合を除く。) 2,500,000円 

エ 住居の全体が滅失若しくは流出した場合 3,500,000円 

(3) 第1号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて被災した住居を建て直すに際しその住居の残存部分

を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には「2,700,000円」とあるのは「3,500,000

円」と、「1,700,000円」とあるのは「2,500,000円」と、「2,500,000円」とあるのは「3,500,000

円」と読み替えるものとする。 

2 災害援護資金の償還期間は、10年とし、据置期間はそのうち3年(令第7条第2項括弧書の場合は、5

年)とする。 

(保証人及び利率) 

第14条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

2 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は、据置期間中は無

利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年1パーセントとする。 

3 第1項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものとし、その保証

債務は、令第9条の違約金を包含するものとする。 

(償還等) 

第15条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還とする。 

2 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつでも繰上償

還をすることができる。 

3 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第13条、第14条第1項及

び第16条並びに令第8条、第9条及び第12条の規定によるものとする。 

(規則への委任) 

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

付 則 
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この条例は、公布の日から施行し、昭和49年4月1日以後に生じた災害に関して適用する。 

付 則(昭和50年6月25日泉佐野市条例第13号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(昭和52年4月1日泉佐野市条例第10号) 

この条例は、公布の日から施行し、昭和51年9月7日以後に生じた災害に関して適用する。 

付 則(昭和53年7月1日泉佐野市条例第14号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第5条の規定は昭和53年1月14日以後に生じた災害により

死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第10条第1項の規定は、当該災害に

より被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

付 則(昭和56年6月27日泉佐野市条例第22号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第5条の規定は昭和55年12月14日以後に生じた災害によ

り死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第10条第1項の規定は当該災害に

より被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

付 則(昭和57年12月23日泉佐野市条例第30号) 

この条例は、公布の日から施行し、昭和57年7月10日以後に生じた災害について適用する。 

付 則(昭和62年3月28日泉佐野市条例第13号) 

この条例は、公布の日から施行し、昭和61年7月10日以後に生じた災害について適用する。 

付 則(平成3年12月25日泉佐野市条例第42号) 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の泉佐野市災害弔慰金の支給等に関する条

例(以下「新条例」という。)第5条の規定は、平成3年6月3日以後に生じた災害により死亡した住民の遺

族に対する災害弔慰金の支給について、新条例第10条の規定は、当該災害により負傷し又は疾病にかか

った住民に対する災害障害見舞金の支給について、新条例第13条第1項の規定は、平成3年5月26日以後

に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則(平成13年12月26日泉佐野市条例第22号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成23年12月22日泉佐野市条例第32号) 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第4条第1項の規定は、平成23年3月11日以後に生じた災

害により死亡した市民に係る災害弔慰金の支給について適用する。 

附 則(令和元年6月28日泉佐野市条例第3号) 

この条例は、令和元年7月1日から施行する。 

附 則(令和元年9月27日泉佐野市条例第15号) 

この条例は、令和元年10月1日から施行する。 
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参考-８ 

 

泉佐野市立学校災害対策計画 

 

第１章 災害対策組織 

 

１．災害対策本部の設置 

（１） 校長は、災害が発生し、又はおそれのあるとき及び市教育委員会から警備防災について 

の指示があったときは、災害対策本部（以下「本部」という。）を設置する。 

（２） 本部は、校長、教頭、その他の教職員をもって組織する。 

（３） 本部長は校長とし、副本部長は教頭とする。 

（４） 本部長に事故があるときは、副本部長が、本部長の職務を代行する。 

（５） 本部員は、本部長の命を受けて、情報の把握、教職員の配備、関係機関との連絡、 

応急対策の実施等にあたる。 

 

２．教職員の配備体制及び配備人員 

  おおむね次のとおりとし、配備区分は、本部長が指令する。 

  

Ａ号配備体制（準備体制）・・・・必要最小限の本部員 

   小規模の災害が発生し、又は災害発生のおそれがあるが、時間、規模等推測困難な場合で、情

報連絡、児童・生徒の状況把握、施設設備の点検・整備等災害対策の準備と小規模災害の応急対

策を実施する体制 

Ｂ号配備体制（警戒体制）・・・・約３分の１の本部員 

  相当規模の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、災害に対する警戒又は災害応

急対策を実施する体制 

Ｃ号配備体制（非常体制）・・・・全員 

  大規模の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、学校の全力をあげて災害応急対

策を実施する体制 

 

（１）本部長は、児童・生徒在校時、夜間等事情により、配備人員を変更することがある。 

（２）教職員は、勤務時間外において災害が発生したとき、若しくは発生するおそれがあることを

察知したとき、又は配備体制の指令があったときは、特別の事情のある者を除き速やかに学校

に参集する。 

（３）教職員の非常招集の連絡、伝達方法及び災害対策組織は予め教職員に周知させる。 
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   第２章 災害応急対策について 

 

１． 児童・生徒の安全確保 

（１） 避難訓練 

平素から避難合図、避難経路、避難場所等避難方法について児童・生徒に周知させ、 

計画的に避難訓練を行う。 

（２） 災害時の対策 

ア．児童・生徒在校時の措置 

（ア）災害状況を児童・生徒に周知させ、全員掌握する。 

（イ）状況に応じて授業停止、避難誘導、下校等の処置を的確に行う。 

（ウ）避難させる場合は、避難経路、避難場所、危険物等を的確に指示し、誘導する。 

（エ）避難、下校に際しては、必要に応じ、警察署、消防署等の関係機関に連絡し、協力を求める。 

イ．児童・生徒登校前の指示 

（ア）台風襲来等が前日に予想されるときは、校長は、状況に応じ、児童・生徒下校時に、翌日の

登校について適切な指示を与える。 

 （イ）必要に応じ、児童・生徒の家庭への連絡組織等を通じて指示を周知させる。 

  ウ． 災害が予想される場合は、災害発生後危険物となるおそれがある物品、施設等の安全処理、保

健室常備の医薬機材、薬品の確保等の措置を行う。 

  

２． 学校施設・設備等の保全 

（１） 台風襲来等災害が予め予想される場合 

ア．窓、出入口の点検、固定を行う。 

イ．排水溝の整備、断水、停電に対する処置を行う。 

ウ．火元の始末等防火管理に留意する。 

エ．重要書類、重要物品等の管理と処理を適切に行う。 

オ．罹災者の校舎使用についての対策を行う。 

（２） 火災、地震等突発的な災害があった場合 

ア．関係機関に急報する。 

イ．初期消火につとめ、施設・設備の保安にあたる。 

ウ．重要書類、重要物品等の保全管理を行う。 

 

３． 災害があった場合の措置 

（１）災害があった場合は、校長は、児童・生徒の安全の確保、授業再開等その他応急措置に努めるとと

もに、災害の状況を速やかに下記要領により教育委員会に報告する。 

（２）災害後の授業再開に際しては、伝染病防疫対策、危険物の処理等について遺漏のないように措置す

るとともに、必要に応じ関係機関の指示、協力を求める。 
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教育委員会に対する報告要領 

 

 

被害その他の異常があったときは、担当課あての文書報告に先立ち、その概況を担当課へ電話報告す

る。 

 

事    項 担 当 課 

１ 授業実施又は臨時休業の現況 学校教育課 

 

 

２ 児童・生徒被災状況 

３ 教科書滅失状況 

４ 教職員被災状況 教育総務課 

５ 施設・設備被害状況 

 

 

施設・設備の被害状況 

 

○ 校 園 名    〔                   〕 

○ 被 害 報 告 日 時        年   月   日   時現在調査 

○ 避 難 者 の 状 況    収容場所         人数          

○ 浸 水 状 況    地上     ㎝   床上     ㎝ 

○ 施設・設備被害状況 

   建物の名称及び被害の程度（全壊・大規模半壊・中規模半壊・半壊・準半壊・一部損壊・その

他） 

                                        

 

種 別 建物名称 被害の内容 数量 被害推定額 

屋 根   ㎡ 円 

樋   ｍ 円 

ガラス   枚 円 

建 具   枚 円 

堀   ｍ 円 

樹 木   本 円 

その他     

備 品   点 円 

被 害 推 定 額 合 計  円 

 

 



 

資料-23 

参考-９ 

 



 

資料-24 

参考-10 

 



 

資料-25 

 



 

資料-26 

参考-11 

 



 

資料-27 

参考-12 

 



 

資料-28 

参考-13 

 



 

資料-29 

参考-14 

 



 

資料-30 

 



 

資料-31 

参考-15 

 



 

資料-32 

参考-16 

 



 

資料-33 

 



 

資料-34 

 



 

資料-35 

参考-17 

 



 

資料-36 

 



 

資料-37 

参考-18 

 



 

資料-38 

 

 



 

資料-39 

参考-19 

 



 

資料-40 

 



 

資料-41 

参考-20 

 
 



 

資料-42 

参考-21 

 



 

資料-43 

 



 

資料-44 

参考-22 

 



 

資料-45 

参考-23 

 



 

資料-46 

参考-24 

 



 

資料-47 

参考-25 

 



 

資料-48 

参考-26 

 



 

資料-49 

参考-27 

 



 

資料-50 

参考-28 

 



 

資料-51 

参考-29 

 



 

資料-52 

参考-30 

 



 

資料-53 

参考-31 

 



 

資料-54 

 



 

資料-55 

参考-32 

 



 

資料-56 

参考-33 

 



 

資料-57 

 



 

資料-58 

参考-34 

 



 

資料-59 

 



 

資料-60 

参考-35 

 



 

資料-61 

 



 

資料-62 

参考-36 

 



 

資料-63 

 



 

資料-64 

参考-37 

 



 

資料-65 

 



 

資料-66 

参考-38 

 



 

資料-67 

参考-39 

 



 

資料-68 

 



 

資料-69 

参考-40 

 



 

資料-70 

 



 

資料-71 

 



 

資料-72 

 



 

資料-73 

参考-41 

 

 



 

資料-74 

参考-42 

 



 

資料-75 

参考-43 

 



 

資料-76 

 



 

資料-77 

参考-44 

 



 

資料-78 

参考-45 

 



 

資料-79 

 



 

資料-80 

参考-46 

 

 



 

資料-81 

 



 

資料-82 

参考-47 

 



 

資料-83 

 



 

資料-84 

参考-48 

 



 

資料-85 

 



 

資料-86 

参考-49 

 



 

資料-87 

参考-50 

 



 

資料-88 

 

 

 


